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県内建設業の働き方改革

～担い手確保・育成に係る県の取組み～
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県内建設業の働き方改革について （１）法令の改正

○罰則付き時間外労働の上限規制
・建設業への適用は令和6年4月～
・36協定を結んでも超えることができない上限
(年720時間、月100時間、年間6か月まで月平均80時間)
・違反した場合、6か月以下の懲役または30万円以下の罰金

○年休5日以上の取得
・使用者が労働者に取得させる義務（年10日以上の有給休暇権利従業員）
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◆働き方改革関連法（労基法など）



県内建設業の働き方改革について （１）法令の改正

○担い手の確保 （処遇改善、価格転嫁、働き方改革・環境整備） 発注者の責務
○担い手の確保 （労務費へのしわ寄せ防止）      受発注者の責務
○生産性向上 （新技術の活用）  受注者の責務
○地域における対応力強化 （適正な入札条件での発注、災害対応力の強化）
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◆第３次担い手三法（建設業法、入契法、品確法） ＜令和６年６月成立＞

◆新担い手三法（建設業法、入契法、品確法）  ＜令和元年６月成立＞

○働き方改革の推進 （適正な工期設定、施工時期の平準化）  発注者の責務
○働き方改革の推進 （適正な請負代金・工期での下請契約締結） 受注者の責務
○生産性向上への取組 （ＩＣＴ活用等による生産性向上）   受発注者の責務
○生産性向上への取組（技術者に関する規制の合理化：元請の監理技術者の兼任等）
○災害への緊急対応 （入札・契約方法、災害協定の締結、連携義務） 受発注者の責務



県内建設業の働き方改革について （２）施工時期の平準化

受注者側 → 人材、資機材の効率的な活用、雇用の安定化
発注者側 → 発注工事の品質確保、中長期的な公共事業の担い手確保
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年間平均稼働件数

第一四半期平均稼働件数

◆平準化の効果



県内建設業の働き方改革について （２）施工時期の平準化

◆平準化率の推移（H２９～R５）
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県内建設業の働き方改革について （３）休日の確保

◆県内公共工事の土曜一斉休工【H29～】

・目 的：建設業界の「休日確保」に関する意識の醸成を図る。

・体 制：埼玉県i-Construction推進連絡会で合意した上で実施
する。

※ 関東地方整備局、埼玉県、さいたま市、（一社）埼玉県建設業協会で構成

・回 数：H29：２回、Ｈ30：５回、Ｒ１：５回、Ｒ２：６回、Ｒ３：７回、
 Ｒ４：７回、Ｒ５：７回、R６：７回

・結 果：平均実施率（県全体） ８４．７％（Ｒ６）

工事件数 週休二日達成 達成率

直轄 １４１  (R5 :  107) １２７  (R5 :  100) ９０．１％ (R5 : 93.5%)

埼玉県 ４７９  (R5 :  417) ４３７  (R5 :  366) ９１．２％ (R5 : 87.8%)

さいたま市 ５６０  (R5 :  545) ４３６  (R5 :  378) ７７．９％ (R5 : 69.4%)

県全体 １１８０  (R5:1,069) １０００  (R5: 844) ８４．７％ (R5 : 79.0%)
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県内建設業の働き方改革について （３）休日の確保

◆週休２日制モデル工事【R1～】

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ ～

発 注 者 指 定 １０件（１０件） ３０件（３６件） １００件（２５１件） ３００件（５７６件） ７００件（９３４件） 全ての対象工事

受 注 者 希 望 ２０件（３３件） １２０件（１２１件） ３００件（５０７件） ７００件（４６２件） ３００件（６０件） －
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・目 的： 建設業における将来の担い手確保・育成に資する「週休２日」の定着を図る。
 

・実 施： ４週８休以上の現場閉所（現場代理人や監理技術者等の休日は、現場閉所に連動）

・県土整備部試行要領

・発注件数

対象を原則全ての工事に拡大

H31.４～【閉所型】試行開始
対象：一部工事

R４.４～【閉所型】
対象：全工事

R６.４～【交替制】
R６.10～【月単位】

R７（予定）
【完全週休

２日】

※目標件数（実績）



県内建設業の働き方改革について （３）休日の確保
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◆週休２日制モデル工事の概要

現場閉所可能

検討開始（公告前）

現場閉所
可能か

週休２日制モデル工事
（現場閉所型）

週休２日制モデル工事
（交替制）

現場閉所が困難な工事事例
・現場閉所を行うことが困難な工事【交通規制・出水期・
完成時期等の制約のある工事、連続施工せざるを得ない
工事（シールド・ニューマチックケーソン工事等）】
・単価契約方式による工事
・不調不落になる可能性の高い工事 等

交替制が
適用可能か

週休２日制
対象外

交替制の適用が困難な工事事例
・緊急復旧工事（緊急随契を行うよう
な工事）
・対象期間が１週間未満の工事

交替制の適用が可能

受注者が現場閉所型を希望する場合
は、協議の上、変更することが可能



県内建設業の働き方改革について （３）休日の確保
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◆県内市町村における「週休２日制モデル工事」導入状況

嵐山町

さいたま市
川越市

熊谷市

川口市

行田市

秩父市

所沢市

飯能市

加須市

本庄市

東松山市

狭山市

羽生市

鴻巣市

深谷市

上尾市

草加市

春日部市

越谷市

久喜市 幸手市

杉戸町

宮代町
白岡市

蓮田市

松伏町

吉川市

三郷市

八潮市
蕨市

戸田市

和光市

朝霞市

志木市

新座市
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入間市

伊奈町桶川市

北本市

吉見町

川島町
坂戸市

鶴ヶ島市

日高市

毛呂山町

越生町

鳩山町

滑川町
小川町

ときがわ町

横瀬町

小鹿野町

皆野町

寄居町
長瀞町

美里町

上里町

神川町

東秩父村

導入済（～R6.3.31）
導入済（R6.4.1～）
R6.10～R6.12導入予定
R7.1～R7.3導入予定
未定

R6.7.1現在（未導入２５市町村） R7.4.1現在（全市町村で導入）

嵐山町

さいたま市
川越市

熊谷市

川口市

行田市

秩父市

所沢市

飯能市

加須市

本庄市

東松山市

狭山市

羽生市

鴻巣市

深谷市

上尾市

草加市

春日部市

越谷市

久喜市 幸手市

杉戸町

宮代町
白岡市

蓮田市

松伏町

吉川市

三郷市

八潮市
蕨市

戸田市

和光市

朝霞市

志木市

新座市

富士見市

三芳町

ふじみ野市

入間市

伊奈町桶川市

北本市

吉見町

川島町
坂戸市

鶴ヶ島市

日高市

毛呂山町

越生町

鳩山町

滑川町
小川町

ときがわ町

横瀬町

小鹿野町

皆野町

寄居町
長瀞町

美里町

上里町

神川町

東秩父村

■県内全ての市町村で試行要領が制定され、週休２日制が導入されました。



県内建設業の働き方改革について （４）技能者の処遇改善

◆建設キャリアアップシステム（CCUS）活用モデル工事
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○建設キャリアアップシステムの活用を条件とするモデル工事を導入（Ｒ４.１～）

＜実施方法＞
 ・発注者指定型及び受注者宣言型

＜実施内容＞
 ・受注者は

 ①事業者登録 ②現場・契約情報登録
 ③技能者登録 ④就業履歴情報登録

 の４項目について実施

＜インセンティブ＞
 ・カードリーダー等購入費用や現場でのカードタッチ費用を実績に応じて、受注者の

 費用負担を軽減する
 ・実施内容の基準を達成した場合に、「創意工夫」の項目において工事成績評定の加点

 を行う



県内建設業の働き方改革について （４）技能者の処遇改善
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◆建設キャリアアップシステム（CCUS）活用モデル工事

○対象工事

埼玉県県土整備部が発注する全工事を対象とする。（Ｒ５.１２～）

○発注者指定型による発注の促進
令和７年度発注目標：発注者指定型で５００件以上

○実施内容

○工事成績評定における評価
実施内容の全ての基準を達した場合：評価項目「創意工夫」で１点加点

実施項目 基 準

①技能者情報登録 登録技能者率（CCUS登録技能者の総数／技能者の総数）６０％以上

②就業履歴情報登録 カードリーダー等を設置し、③技能者登録の対象者の就業履歴情報
の登録（カードタッチ）を全工事期間行ったこと。



県内建設業の働き方改革について （５）生産性の向上

13

◆ＩＣＴ施工（測量から施工の流れ）



県内建設業の働き方改革について （５）生産性の向上

◆工事情報共有システム（ASP方式）の導入

◆ＡＳＰ（アプリケーション・サービス・プロバイダ方式）の導入による合理化を図る。
・インターネットを利用して、受発注者間で工事施工に関する情報の共有
・成果品も含め、工事関係書類のペーパーレス化や提出・受領の省力化

情報共有システム
（ＡＳＰ方式）

＜工事情報共有システムイメージ＞ ＜遠隔臨場機能の導入＞

＜効果イメージ＞

・令和３年度から６，０００万円以上の工事で試行開始
・令和４年度から６，０００万円以上の工事で本格導入
・令和５年度から３，０００万円以上の工事に拡大
・令和６年度から原則全て工事に拡大
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県内建設業の働き方改革について （５）生産性の向上

◆建設ＤＸ要領改訂
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県内建設業の働き方改革について （５）生産性の向上

◆埼玉県土木工事書類スリム化ガイド

■目的
○工事書類を必要最小限に簡素化（スリム化）するとともに、

 工事の円滑な施工を実施することで、 
受発注者双方の働き方改革の推進に寄与することを目的

としている。

■適用
○埼玉県県土整備部が発注する土木工事に適用する。
○令和７年４月より、更なるスリム化や表現の適正化、

 重要事項を強調するなどバージョンアップを行った。

■掲載URL
https://www.pref.saitama.lg.jp/a1002/slim-guide.html
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https://www.pref.saitama.lg.jp/a1002/doboku-kouji-jitsumuyouran-r0604.html


県内建設業の働き方改革について （６）担い手の確保・育成
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◆埼玉県建設産業担い手確保・育成ネットワーク

研修項目 人数（H28～30）

新入社員研修者 １，０２１人

フォローアップ研修者 １，３９５人

資格支援研修者 ２，７８８人

資格試験合格者 １，４１６人

資格試験合格率 ５０．７％



県内建設業の働き方改革について （６）担い手の確保・育成
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＜埼玉県庁オープンデー（県民の日）＞
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